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Ⅰ 概要 

１ 点検及び評価の趣旨 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26 条」に基づき、効果的な教

育行政の推進に資するとともに、市民への説明責任を果たしていくため、令和４

年度の教育に関する事務の管理及び執行の状況を点検及び評価した結果を報告す

るものです。 

また、尼崎市教育委員会では、令和２年度から令和６年度までを計画期間とす

る、尼崎市教育振興基本計画を策定しており、計画を着実に推進していくため、

ＰＤＣＡサイクル（PLAN:計画－DO:実施－CHECK:評価－ACTION:改善）の考え方

に基づき、計画の進行管理を行います。事務点検・評価は、この進行管理を兼ね

ており、その結果を次年度以降の施策の推進や改善に反映することで、より着実

に計画を進行させることを目的としています。 

尼崎市教育振興基本計画とは

平成 30 年 6 月に閣議決定された国の第 3 期教育振興基本計画、尼崎市総合計画後期まちづくり基

本計画を踏まえ、長期的な展望に基づき、5 ヵ年スパンの教育施策の方向性を示すとともに、市民の

皆様とのビジョンの共有を目指し、基本理念と 10 項目の各論で構成した計画。 

【教育の基本方針】

未来志向の教育 

個の尊厳や人権の尊重 

 家庭・地域社会との連携（子どもの視点に立った教育） 

【各論】

１ 就学前教育 

２ 義務教育 

３ 高等学校教育 

４ 豊かな心の育成、いじめ防止 

５ 不登校対策 

６ 特別支援教育  

７ 教育環境の整備  

８ 教員の育成・勤務環境の整備 

９ 学校園・家庭・地域社会一体となった
教育の充実  

10 文化・教養・スポーツ施設を活用した
教育の提供 

教育の基本方針 各 論
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２ 点検及び評価の方法 

今回の点検及び評価は、尼崎市教育振興基本計画に基づく 10 項目の各論に添

って施策・事業を分類し、それぞれの施策・事業についての評価と、課題・方向

性の検証を行いました。 

３ 知見の活用 

点検及び評価の実施にあたっては、その客観性及び公平性を確保するため、教

育に関し学識経験を有する方２名に外部有識者としてご協力いただきました。 

外部有識者には、各基本的な方策の点検及び評価に対して具体的な指導・助言

をいただくとともに、事務点検・評価全般について総評をいただきました。 

なお、総評の内容については、P66【Ⅳ総評】に掲載しています。 

＜外部有識者＞ 

氏 名 職 名 

堀 田 博 史  園田学園女子大学 人間教育学部 教授 

川 上 泰 彦  
兵庫教育大学大学院 

学校教育研究科（教職大学院） 教授 
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４ 教育委員会の構成 

教育委員会は、政治的中立性を維持しつつ、安定性・継続性を確保して教育行

政を管理・執行するため、首長から独立した合議体の執行機関として設置されて

います。 

尼崎市教育委員会は、市長が議会の同意を得て任命した教育長及び４人の委員

で組織されています。 

＜尼崎市教育委員会（令和５年８月１日現在）＞ 

白 畑 教 育 長 德山教育長職務代理者

太田垣 委 員 中 平 委 員 正 岡 委 員 

役職名 氏 名 職業など 任 期 

教 育 長 白 畑   優 － 令和 4年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日 

教育長職務代理者 德 山 育 弘 弁護士 令和 5年 4 月 1日～令和 9 年 3 月 31 日 

委   員 太田垣 亘 世 宮 司 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

委   員 中 平 了 悟 住 職 令和 3 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日 

委   員 正 岡 康 子 元高校教諭 令和 4 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日 
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Ⅱ 教育委員会の活動状況 

１ 教育委員会会議 

 教育委員会定例会は、原則として毎月第４月曜日に開催し、臨時会を必要に応じ

て開催しています。 

【教育委員会会議について】 

 （令和 4年度開催分）  定例会 12回、臨時会 6回 

4 月 25 日（定例会） 

 議案第１９号 尼崎市学校運営協議会委員の委嘱又は任命について※

5 月 23 日（定例会） 

 議案第２０号 令和４年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について※

 議案第２１号 尼崎市教育委員会事務局公文書管理規程について 

 議案第２２号 尼崎市教育委員会公印規則の一部を改正する規則について 

 議案第２３号 尼崎市教育職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条

例について※

 議案第２４号 職員の人事について※

 議案第２５号 尼崎市子ども・子育て審議会委員の委嘱について※

 議案第２６号 令和５年度使用尼崎市立学校教科用図書の採択に関する基本

方針について 

 協議・報告 令和３年度あまっ子ステップ・アップ調査の結果について※

6 月 20 日（臨時会） 

 議案第２７号 職員の人事について※

6 月 27 日（定例会） 

 議案第２８号 尼崎市教育委員会の権限に属する事務の一部の教育長への委

任等に関する規則の一部を改正する規則について 

 議案第２９号 尼崎市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を改正する規則

について 

 議案第３０号 尼崎市教育委員会事務局事務処理規程の一部を改正する訓令

について 

 議案第３１号 尼崎市子ども・子育て審議会委員の委嘱について※

 議案第３２号 尼崎市社会教育委員の委嘱又は任命について※

 議案第３３号 尼崎市学校運営協議会委員の解嘱について※

 議案第３４号 尼崎市学校運営協議会委員の委嘱について※
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 議案第３５号 尼崎市スポーツ推進審議会委員の委嘱について※

7 月 25 日（定例会） 

 議案第３６号 令和５年度使用尼崎市立学校教科用図書の採択について 

 議案第３７号 令和４年度 教育委員会事務点検・評価報告書について 

 議案第３８号 尼崎市学校運営協議会委員の委嘱又は任命について※

 議案第３９号 尼崎市文化財保護審議会委員の委嘱について※

8 月 22 日（定例会）

議案第４０号 令和４年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について※

議案第４１号 尼崎市職員の定年引上げ等を実施するための関係条例の整備

に関する条例について※

議案第４２号 尼崎市立学校のスポーツ施設の使用に関する規則の一部を改

正する規則について 

9 月 26 日（定例会）

議案第４３号 尼崎市教育委員会の権限に属する事務の一部の教育長への委

任等に関する規則の一部を改正する規則について 

議案第４４号 尼崎市学校運営協議会委員の解嘱について※

議案第４５号 尼崎市学校運営協議会委員の委嘱又は任命について※

協議・報告 尼崎市文化財保護審議会への諮問について 

協議・報告 ユニチカ記念館の保存・活用について※

協議・報告 令和４年度全国学力・学習状況調査結果報告について※

10月 24 日（定例会）

 議案第４６号 職員の人事について※

議案第４７号 工事請負契約の締結について（（仮称）武庫健康ふれあい体

育館新築工事）※

11月 14 日（臨時会）

議案第４８号 尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につい

て※

 議案第４９号 職員の人事について※

11月 28 日（定例会）

 議案第５０号 令和４年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について※

 議案第５１号 令和５年度尼崎市立小・中・特別支援学校教職員異動方針に

ついて 

 議案第５２号 令和５年度尼崎市立高等学校教職員異動方針について 

 議案第５３号 令和５年度尼崎市立幼稚園教職員異動方針について 

協議・報告 尼崎市文化ビジョン（第２次）（素案）について 
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協議・報告 訴訟事案の報告について※

12月

月

26 日（定例会）

協議・報告 訴訟事案の報告について※

協議・報告 学校運営等に関する意見書への回答について 

1 月 23 日（定例会）

 議案第１号 尼崎市教育委員会職員証規程の一部を改正する訓令について 

 議案第２号 職員の人事について※

 議案第３号 尼崎市文化財保存活用基金条例について※

 協議・報告 園田南小学校過大児童数対策の取組状況について 

 協議・報告 ユニチカ記念館の保存・活用に向けた基本的な方向性につい

て※

2 月 6 日（臨時会）

議案第４号 令和４年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について※

議案第５号 令和５年度尼崎市一般会計教育関係予算について※

 議案第６号 職員の人事について※

2 月 13 日（臨時会）

 議案第７号 尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について※

 議案第８号 職員の人事について※

2 月 27 日（定例会）

 議案第９号 尼崎市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規

程の一部を改正する訓令について 

 議案第１０号 尼崎市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する協

定の一部を変更する協定について 

議案第１１号 尼崎市教育員会事務局事務処理規程の一部を改正する訓令に

ついて 

協議・報告 尼崎市学校運営協議会委員の委嘱について※

3 月 13 日（臨時会）

議案第１２号 尼崎市教育職員の管理職手当支給に関する規則の一部を改正

する規則について

議案第１３号 尼崎市教育職員の教員特別手当支給に関する規則の一部を改

正する規則について 

議案第１４号 尼崎市教育職員の管理職員特別勤務手当支給に関する規則の

一部を改正する規則について 

議案第１５号 尼崎市教育職員の給与等の特別措置に関する条例施行規則の

一部を改正する規則について 

議案第１６号 尼崎市教育委員会辞令式の一部を改正する訓令について 
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議案第１７号 尼崎市教育委員会職員証規程の一部を改正する訓令について 

議案第１８号 職員の人事について※

3 月 20 日（臨時会）

議案第１９号 令和４年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について※

議案第２０号 令和５年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について※

議案第２１号 職員の人事について※

議案第２２号 職員の人事について※

議案第２３号 職員の人事について※

議案第２４号 職員の人事について※

3 月 27 日（定例会）

議案第２５号 個人情報の保護に関する法律の改正等に伴う関係規則の一部

を改正する規則について 

議案第２６号 個人情報の保護に関する法律の改正等に伴う関係規程の一部

を改正する訓令について 

議案第２７号 予算の執行等に関する協定の一部を変更する協定について 

協議・報告 尼崎市指定文化財の指定について 

※ 非公開案件 

＜関係法令抜粋＞ 

□尼崎市教育委員会会議規則  

第 6 条の 2 会議は、これを公開する。ただし、次の各号のいずれかに該当する事件の会議について、教育長

又は委員の発議により、出席委員の 3分の2以上の多数で議決したときは、これを公開しないことができ

る。 

(1) 教育委員会に属する職員の任免その他の身分取扱に関する事件 

(2) 教育予算その他議会の議決を経るべき議案についての意見の申出に関する事件 

(3) 訴訟、調停、和解及び不服申立てに関する事件 

(4) 前各号に掲げるもののほか、教育長又は委員から会議の公開が不適当であると発議のあった事件 
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２ 教育委員協議会 

 教育委員と教育委員会事務局との意思疎通を図りつつ、教育委員への速やかな情

報提供と審議にあたっての理解を深める中で、的確な判断のもと教育施策の充実を

図るため開催しています。 

【教育委員協議会について】 

（令和 4 年度開催分） 4 回 

5 月 9 日

・中学 1年生英語授業の視察について 

7 月 11 日 

 ・令和 5年度使用尼崎市立学校教科用図書の採択について 

 ・あまよう特別支援学校の視察について 

10 月 17 日 

 ・尼崎双星高等学校の視察について 

1 月 16 日 

 ・成良中学校琴城分校（夜間中学）の視察について 

 ・ユニチカ記念館の視察について 

 ・学校施設マネジメント計画（実施計画）について 

 ・尼崎市における教育・家庭・福祉の連携マニュアル（案）について 
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３ 尼崎市総合教育会議 

尼崎市総合教育会議は、市長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、地域の教育

の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意を反映した教育行政の推進を図るた

めに開催しています。 

【尼崎市総合教育会議について】 

（令和 4 年度開催分） 開催なし 
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Ⅲ 尼崎市教育振興基本計画に掲げる施策（事業）の執行状況

尼崎市教育振興基本計画に掲げる取組方針をもとに各施策（事業）の執行状況

等を記載しています。 

【14 ページ以降の評価書の見方】 

施策（事業）の目的やこれまでの取組と成果、 

今後の課題について記載しています。 

これまでの取組と成果、課題を踏まえ、令和5年度に取り組む（取
り組んでいる）事項について記載しています。 

本市の施策評
価において関
連する施策名
に色を付けて
います。 

尼崎市教育振興基本計画の各論分類ごとに 
項目を設け、計画に掲げる 
「将来の目指す姿」 
「計画期間の早期に実施を目指す取組」ⅰ 
「計画期間内に実施を目指す取組」ⅱ 
を転記しています。 

ⅰ 計画期間である 5 年間のうち、1・2 年目までの実施を目指す取組 

ⅱ 計画期間である 5 年間のうち、主に 3・4・5 年目での実施など、計画
期間内での実施を目指す取組 
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－ 令和 5 年度の主な施策（事業）のポイント － 
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※このページには主な内容を掲載しています。 
 各施策（事業）の取組状況は P14以降をご覧ください。 
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（このページは白紙です） 



-
 1
4
 -

１ 就学前教育 －後伸びする力や生きる力の基礎などを育成－

ⅰ 幼児教育は、目先の結果のみを期待しているのではなく、生涯にわたる学習の基礎をつくること、「後伸びする力」を培うことを重視しています。また、知識や技能に加え、思考力・判断力・

表現力などの「確かな学力」や「豊かな人間性」、たくましく生きるための「健康・体力」からなる、「生きる力」の基礎を育成する役割を担っています。 

ⅱ 子どもが十分な社会性を身につけることができないまま小学校生活に入ることで、精神的にも不安定さを持ち、周りの子どもとの人間関係をうまく構築できず、集団生活になじめないなどの課

題が生じていること。

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 就学前教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることを踏まえ、幼児期に求められる 5領域（健康、人間関係、環境、言葉、表
現）に係る教育の一層の充実により、後伸びする力や生きる力の基礎ⅰなどを育みます。 

・ いわゆる小 1プロブレムⅱなどの課題が起こることのないよう、アプローチ・スタートカリキュラムの充実により、幼保小の一層の円滑な接続を目指
します。 

・ 少子化や幼児教育の無償化など、就学前教育を取り巻く状況を踏まえ、保育所や認定こども園なども含めた就学前教育のあり方を検討する中で、公立
施設の役割の整理に取り組みます。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 「幼保小連携推進事業」の全市展開・地域の状況に応じた特色化 

・ 就学前教育、小学校教育それぞれが求める教育内容を踏まえた、アプローチ・スタートカリキュラムの一層の充実に向けた改訂 

・ 就学前の子どもを持つ保護者が 1人で悩みを抱えることのないよう、就学前における保育の体験、保護者同士の交流や悩みを相談できる場の充実 

・ 保護者のニーズ、特別支援教育の充実など、公立施設としての役割を踏まえた、公立幼稚園の認定こども園化、3年保育の実施、幼保連携の観点から
の機能整理、公立幼稚園の再配置など、今後の就学前教育のあり方の検討 

・ 「就学前の子どもの教育・保育についての基本的な考え方」（平成 26 年 12 月尼崎市・尼崎市教育委員会）や、平成 30 年度から施行された幼稚園教
育要領を踏まえた、就学前教育の質の向上に向けた研修体制の構築 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 今後の就学前教育のあり方の検討を踏まえた、施設・設備・備品や教員研修の充実など、具体的な施策の実施に 
よる就学前教育の質の向上 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の
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目 的 

取組と成果 

課 題 
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２ 義務教育 －確かな学力の保証・自己肯定感の醸成－

ⅰ 自分に対する肯定的な意識のことで、日本の子ども達の自己肯定感は諸外国に比べ低い状況にあります。 

ⅱ 外国語指導助手。Assistant Language Teacher の略。

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 多様性を受容し、思いやりに満ちた人間関係が構築でき、社会と積極的に関わることができる、豊かな心の育成を目指します。 

・ 全国学力・学習状況調査結果のほか、本市独自の取組である、あまっ子ステップ・アップ調査や尼崎市学びと育ち研究所の研究の結果を踏まえ、本市
教育の傾向などを分析し、「尼崎市版 授業改善の視点」を絶えず見直すなど、指導力の向上を図り、確かな学力の保証を目指します。 

・ 学力・体力向上の面では、全国平均や他者との比較だけでなく、児童生徒一人ひとりの成長に着目し、自己肯定感ⅰの醸成、困難な課題に対しても、チ
ャレンジできる力の育成を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 「授業改善・学力保証推進チーム」による指導・助言サイクルの継続実施を踏まえた「尼崎市版 授業改善の視点」のバージョンアップ 

・ 自己肯定感や未来に向かうモチベーションを育むため、キャリア教育の充実やきめ細かなステップでの評価機会の設定などをまとめた「中学校版学力
向上の手引き」の作成 

・ 基礎学力向上等を目的とした短時間学習における定期的な定着度の確認の実施 

・ 新学習指導要領への対応に向けた、ALTⅱの配置、英語コミュニケーション力調査導入など、外国語教育環境の整備 

・ 児童生徒の体力・運動能力の実態を的確に掴むため、全小・中学校での新体力テストの実施 

・ 児童生徒や教員への体力・運動能力向上に向けた指導を行う運動指導員の全小学校への派遣 

・ 各種教育施策の成果と課題を踏まえ、限られた授業時間数の中での、より効果的なカリキュラムへの見直し 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 学力・生活実態調査やあまっ子ステップ・アップ調査の結果の分析、これらと連携した尼崎市学びと育ち研究所における研究を踏まえた、「知・徳・
体」のバランスのとれた施策の実施 

・ 児童生徒個々人の習熟度に合った課題の出題などができるデジタル教材の活用 

・ 本市の児童生徒の状況や先進自治体の取組を踏まえた、さらなる外国語教育の充実 

・ 学校教育のすべての機会で実施可能な体力向上の取組をまとめた「（仮称）あまっ子体力向上プラン」を策定するなど、児童生徒の体力・運動能力の
向上に向けた取組（運動ドリル、種目別ウォーミングアップ、伸ばしたい力別運動など） 

・ 民間教育事業者との連携など、実験的に導入した新しい教育手法の特徴や成果と課題を踏まえた教育施策の展開 
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目 的 

取組と成果 

小学校においては、放課後学習や短時間学習に取り組むとともに、個に応じた支援をする人材の配置

や、多層指導モデル MIM の実施、デジタル学習支援ドリルの活用等、つまずきに対して早期に対応でき

るよう支援を行い、基礎学力の定着を図った。「あまっ子ステップ・アップ調査」の結果において、同

一母集団における学力層別人数割合については、小学校の 2～6 年生で前年度より D 層の割合が減少し

た。また、小学校の 1 年生においても D 層が国語 22.7%、算数 19.3%とともに減少している。

課 題 

「あまっ子ステップ・アップ調査」の結果においては、小・中学校の全教科の D 層の割合は、平均して 

24.4%であり、前年度より 1.5pt 減少しているものの、引き続き D 層の割合の減少に向けた取組が必要

である。今後も、個人票及び調査結果に基づいた復習プリントを児童生徒や保護者へ年度内にフィード

バックすること等、個に応じた指導の一層の充実を図っていく必要がある。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

動画での解説が充実したデジタル学習支援ドリル の継続、放課後学習や短時間学習の充実により、基礎

学力の定着及び習熟度に合わせた「個別最適な学び」の実現を日常的に支援し、D 層の割合の減少を図

る。加えて、授業づくりのためのハンドブック「よりよい授業をめざして」を作成し、小・中学校への

指導主事による学校訪問や研修を実施し、授業改善に取り組む。また、早期の読みのつまずきに対応す

るため、引き続き「MIM 重点実践校」に個別指導に効果的な多層指導モデル MIM デジタル版のアカウン

トを配付する。

目 的 
ひとりひとりのつまずきを早期に解決し、解消するために、きめ細かな支援を行うことで、学習意欲の

向上と基礎学力の定着を図り、全ての児童生徒の学力を保証する。

取組と成果 

中学校においては、令和 2年度末に策定した「授業デザイン 3つの視点」（中学校版学力向上の手引

き）の活用において、令和 4年度には重点実践校を 3校から 6 校に増やし、指導主事による学校訪問や

研修を実施し、授業の質的改善、校内研究推進の発展に取り組んだ。また、学校司書を新たに全校に配

置し、令和 4年度は新刊の紹介や学校行事に合わせたコーナー（平和学習等）等、図書館の環境整備を

進めた。 

課 題 
「授業デザイン 3つの視点」や学習支援ドリルも活用しながら授業改善に取り組んでいるものの、令和

4年度全国学力・学習状況調査の結果では、平均正答率において全国平均値から△2～3pt の差が見られ

た。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

授業の質的改善を図る中で、令和 5年度から授業づくりのためのハンドブック「よりよい授業をめざし

て」を作成し、小・中全校への指導主事による学校訪問や研修を実施し、授業改善に取り組む。また、

学校現場の実情を踏まえながら、学校司書向けに中央図書館による研修を行うなど学校司書と中央図書

館や小学校との連携にも取り組んでいく。



-
 2
0
 -
 

目 的 

取組と成果 

指導主事が毎学期学校を訪問し、授業の質的改善に向けた指導助言を行うとともに、各校における講師

招聘に 係る経費等を支援した。また、重点実践校（6校）を中心に全ての中学校で「授業デザイン 3 つ

の視点」を活用した授業実践を行った。また、校内あげての取組を充実させるため学校管理職を対象と

した研修会を実施し、効果的な取組の共有を行い、管理職同士の意見交流を通して、校内の研修の持ち

方など自校の取組の改善につなげた。

課 題 

「あまっ子ステップ・アップ調査」における主体的・対話的で深い学びに関する項目について、肯定的 

な回答をした児童生徒の割合は、全国と比較すると小学校 1.7%、中学校 5.2%と前年度より高くなっ

た。（令和 3 年度：小学校 2.7%、中学校 6.7%）徐々に話し合い活動等ができるようになったとはい

え、ICT 環境を最大限活用し「主体的・対話的で深い学びに向けた」授業改善が一層必要になる。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

学習指導要領に基づいた児童生徒の資質・能力の育成に向けて作成した、授業づくりハンドブック「よ

りよい授業をめざして」が授業場面で活用されるよう、指導主事が学校訪問し研修を実施するなど、授

業の質的改善に取り組む。また、これまでの授業改善推進事業を、委託事業内容を講師招聘の報償費と

研究大会への参加費に焦点化した授業力向上事業として実施する。

目 的 
コミュニケーション（話す力・聞く力）を中心とした国際社会で活躍できる英語力の育成を図る。

取組と成果 

全ての小・中・高・特別支援学校に外国人外国語指導助手（ALT）を、小学 5～6 年生の全クラスに外 

国語活動指導補助員（JTE）を派遣・配置した。また、臨時講師を含む全英語教員へ向けて、実践的な

教員研修を実施した。令和 4 年度「あまっ子ステップ・アップ調査」で 「英語の授業が楽しい」と答

えた小・中学生の割合が 73%、文部科学省調査の「生徒の英語を用いた言語活動」の割合は中・高等学

校で 28.2%(*文部科学省調査の内容項目が今年度から変更されたため数字としては大きく変化している

が実情としては大差ない)と、前年度と横ばい状態であった。

課 題 
ALT 派遣や教員研修により英語に対する興味関心は引き続き高い成果を見せている反面、中・高等学校

における言語活動の時間の割合においては伸び悩みが続いている。教員研修のさらなる充実を図りなが

ら、コミュニケーションを重視した授業改善を進めていく必要がある。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

ALT 派遣は継続し、中・高等学校のさらなる言語活動の充実に向け、オールイングリッシュによる教員

研修のさらなる充実を図りながら、授業力向上を目指す。さらに、教育振興基金を活用した英語学習ホ

ップ・ステップ・ジャンプ事業において、グローバルな人材育成を目指し、全ての中学校 1・2 年生を

対象にオンライン英会話を実施し、英語学習への興味関心を高める。
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目 的 
児童生徒が自分自身をかけがえのない存在だと考え、自他の生命や人格を尊重する心を育むとともに、 

法やきまりの意義を理解し遵守する規範意識の育成に重点を置いた「こころの教育推進事業」を中心と 

し、学校教育全体を通じて人権教育の推進及び充実を図る。

取組と成果 

人権意識や道徳心の向上を図るため、全ての小・中学校で「生命を尊重する心」「規範意識」「人権教

育の推進」の中から自校の課題を捉えたテーマを選択し、児童生徒及び保護者・地域に向けた講演会を

年 1 回 以上実施したほか、授業参観や学校通信を通じて人権教育についての啓発を行った。また、中

学校においては、令和 4年度から在籍 3年間で「予期せぬ妊娠」、「デート DV」及び「性的マイノリ

ティ」の 3つのテーマを学習することとし、全中学で取り組んだ。自他の権利については、各小・中学

校で、特別活動や社会科等で学習した。 

課 題 
こころの教育推進事業における講師招へい一覧表を全小・中学校に送付し、各種人権教室の案内等を周

知することで、今後も引き続き幅広い人権教育の推進を図るよう取り組んでいく必要がある。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

「生命を尊重する心」「規範意識」「人権教育の推進」については引き続き学習し、加えて中学校で 

は、授業等において生徒の在籍 3 年間で「予期せぬ妊娠」、「デート DV」、「性的マイノリティ」の 

3 つのテーマ の全てを必ず学べるよう、計画・実施する。また、児童生徒が自らの人権について学べる

視点や他者の権利を尊重する気持ちを醸成する視点を確認するためのアンケートの実施方法や内容につ

いて引き続き検討する。

目 的 
日本語指導を必要とし、言語の障壁による心のケアを必要とする幼児児童生徒が在籍する学校・園に、

母語を理解できる多文化共生支援員を派遣し、学習面・生活面での指導や保護者への通訳など、多文化

共生の教育に取り組む学校・園の教育活動を支援する。 

取組と成果 

日本語指導が必要な児童生徒については、県の子ども多文化共生サポーター(小・中 16 校/19 名)や、市

の多文化共生支援員(幼・小・中 28 校園/70 人)を派遣し、日本での生活適応や学習支援等、学校生活で

の心の安定を図る支援を実施した。学校や関係課と就学状況を共有し、登校開始日に合わせて支援がで

きるようにするとともに、支援の必要性が高い場合は、派遣回数の追加を行った。また、必要に応じて

ポケトークの貸出(11 回)を行い、言語支援を行った。 

課 題 
3 月にネパールから来日する児童生徒が増え、県の子ども多文化共生サポーターや、市の多文化共生支

援員を派遣できず、 ポケトークのみの対応となり十分な支援ができなかった。今後も、来日する児童生

徒が増加することが考えられ、より一層充実した支援体制を整える必要がある。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

日本語指導が必要な児童生徒の就学状況について、学校や関係課と共有するとともに、支援員の登録の

推進や学校の受け入れ体制を整え、支援の必要性に応じて支援の迅速化と充実を図っていく。令和 5年

度から、来日 7 か月以降の児童生徒については、県の子ども多文化共生サポーターと必要に応じて市の

多文化共生支援員をあわせて派遣する。
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目 的 
規範意識やコミュニケーション力の低下、地域のつながりや人間関係の希薄化など、社会性に関する多

くの課題が存在する中、中学生による集団活動や自治活動を通じて、社会力の育成を推進する。 

取組と成果 

課題解決に必要な力や主体的に地域社会に参画し行動する力を育成するため、各校の生徒会執行部の代

表者 2名ずつが参加し、夏季研修会を実施した。研修会では、生涯、学習！推進課と連携したカードゲ

ーム「ATTF2」を通して、地域の特徴や課題に目を向けることで、自校の取組や課題を見直し、これま

での取組や新たな取組を考えるきっかけを与えることができた。 

課 題 
生徒自ら地域や学校をより知ることによって自校の課題を認識し、課題解決に向け主体的・実践的に取

り組むような働きかけが必要である。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

生徒が課題解決等に向けて主体的・実践的に取り組めるよう、夏季研修会の充実を図る。 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 
国が推進する部活動の地域連携に向け、中学校のモデル校において、地域のスポーツ団体等による休日

部活動を実施し、地域部活動の振興とスポーツの推進を図る。 

取組と成果 

スポーツ振興事業団と連携する中で、モデル事業として「中学校運動部活動指導補助員派遣事業」を実

施し、市内 14 校に対し指導補助員を派遣した。顧問及び生徒との信頼関係が構築されたほか、競技経

験のない顧問が競技に係る知見や指導法を学ぶ機会となるなどの成果が見受けられた。また、今後の本

市における地域部活動のあり方を協議するため、関係団体から成る尼崎市地域部活動検討協議会を設置

し、今後協議を行っていく上での課題の共有などを行った。 

課 題 
地域部活動の実施にあたっては、実施主体となるスポーツ団体等の整備充実や、指導者の質・量の確保

方策、大会参加、会費、保険、教員の兼職のあり方など、多岐に渡る課題がある。検討協議会での議論

や、学校現場、保護者等の意見を丁寧に聴きながら着実に取組を進める必要がある。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

運動部及び吹奏楽部における休日の活動について、地域主体で行う取組をモデル校形式で実施する中

で、課題の洗い出しや対応策の検討及び検証を行う。また、検討協議会において、全校実施に向け円滑

に進めていけるよう、地域部活動のあるべき姿について議論を重ねていく。 
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３ 高等学校教育 －市立 3 校の特色化・これからの社会で求められる力の育成－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 市立の高等学校として求められる役割、市立高等学校 3校のそれぞれの特色、普通科、体育科、ものづくり機械科、電気情報科、商業学科それぞれの
特徴を踏まえた、高等学校教育の一層の充実を目指します。 

・ 私たちを取り巻く社会経済が大きな変革を迎える中、これから社会に出る生徒が新たな時代を豊かに生き抜くことができるよう、これからの社会にお
いて共通して求められる、自ら考え、判断し、表現する力を育む高等学校教育を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 普通教室へのネットワーク環境構築による、高等学校教育の情報化の推進 

・ 市立の高等学校として、より一層地域社会と連携したカリキュラムの推進や、地域社会を担う人材の創出を目指した取組の推進 

・ 特別な支援を要する生徒が、学習、生活上の困難を克服し、卒業後の経済的自立などにつなげられるよう、市立琴ノ浦高等学校において通級指導を実施  

・ 一層の実践的英会話能力の向上を図るため、海外語学研修の実施内容の改善 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 生徒、保護者、社会などの教育ニーズを踏まえた、市立高等学校 3校のさらなる特色化の推進 

・ 中学校・高等学校の生徒や教員間における連携した取組の実施 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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４ 豊かな心の育成、いじめ防止 －他人の気持ちが分かる児童生徒の育成・いじめを予防、対処できる教育の実施－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 多様性を受容し、相手の気持ちになって考えることができる、他人の気持ちが分かる児童生徒の育成を目指します。 

・ いじめはどこでも起こるものとして、予防・対処できる教育、児童生徒自身も傍観者ではなく仲裁者になることができる力の育成を目指します。 

・ 互いの考えを出し合える児童生徒の関係の構築、意見を言う力と聞く力の育成を目指します。 

・ いじめの「重大事態」に該当するような深刻ないじめ等が発生した場合に、被害者に寄り添った丁寧かつ適切な対応ができるよう、学校園及び教育委
員会の体制を整えます。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 専門的知識を有する支援員による出前授業の実施から児童生徒による主体的なスマホルール作りの導入へ繋げるなど、情報モラル教育の一層の充実に
向けた取組の実施 

・ 自殺予防教育プログラム「GRIP」のモデル実施の成果と課題を踏まえた実施校数の順次拡大 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 様々な生徒指導上の課題に迅速かつきめ細かに対応するため、業務の再整理などによる生徒指導体制の強化の検討 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

指導主事による年 2回の学校訪問において、取組状況を確認し指導助言をするとともに全教員を対象に

研修を行った。教員のいじめに関する感度が向上し、いじめの認知件数は令和 3年度 4,995 件から令和

4年度 5,800 件に増加し、早期発見、早期対応につながった。 

課 題 
いじめ対応については、情報共有を含め組織的な対応や統一アンケートの活用等に学校間格差等が見ら

れるため、今後も継続した研修等の取組が必要である。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 



-
 3
4
 -
 

５ 不登校対策 －児童生徒一人ひとりに寄り添った教育－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 人権意識や多様性が確保された学校環境を創ることにより、不登校にならないようにするための学校づくりを進めるとともに、不登校児童生徒の学校
外の居場所、学習環境の確保や親への支援など、支援の充実を目指します。 

・ 児童生徒が抱える困難は、内容も程度も様々であることから、それぞれのニーズに応えることができる支援策を講じ、児童生徒一人ひとりに寄り添っ
た教育の実現を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 福祉的観点からの支援の充実を踏まえたスクールソーシャルワーカーの増員 

・ 子どもの育ち支援センターや地域の居場所など、福祉分野との一層の連携による、不登校児童生徒やその保護者に対する支援の充実 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 不登校児童生徒それぞれのニーズに応じた、特色ある「教育支援室」の増設 
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目 的 

取組と成果 

登校しにくい、教室で授業を受けることが難しい児童生徒に対して、こども自立支援員による家庭訪問

や校内別室における学習支援等を行った。また、「多様性の理解」を深めるため、不登校担当教員を対

象に、発達課題や特別な支援が必要なこども理解に関する研修を実施した。さらに、個々の状況に応じ

た支援を展開していくために、「不登校の子ども理解・支援ハンドブック」を作成し、学校への周知を

行った。 

課 題 
学校が不登校児童生徒の状況に応じて、工夫した取組を行っているが、その実践が十分に共有されてい

ない。不登校児童生徒への切れ目ない支援を行っていくため、小学校から中学校への引継ぎや多職種の

専門家、関係諸機関等の連携体制をより強化していく必要がある。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

不登校児童生徒への対策支援を、具体的・計画的・継続的に行うため、「不登校児童生徒支援シート」

を作成し活用する。多様性を認める学びの場を作るため、先進事例の視察や有識者会議から知見を得る

等、不登校特例校の調査研究を行う。 

目 的 

いじめや不登校、虐待等、子どもが関わる課題は依然として憂慮すべき状況にあるため、教育委員会事

務局にカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置し、子ども、保護者、教職員、市民等を対象

にした相談業務や支援活動を通じて、不安や悩み、課題の解消等を図る。 

匿名報告アプリ活用事業は、いつでも SOS を出せる環境をつくり、心理の専門家が丁寧に対応する。重

篤なケースは、教育委員会、学校、関係機関等で情報共有し早期に適切な対応につなぐ。 

取組と成果 

SSW と学校との連携強化を図るため、SSW 活用研修および成果報告会を実施したことにより、幼小中

高の一貫した学校園支援体制が一部構築できた。匿名報告アプリ活用事業においては、SNS 相談員の専

門性を活かした対応で、学校等と連携し、解決に向かった案件が数件あった。教育相談事業では、スー

パーバイズの設置によりカウンセラーのスキルを高め、支援体制づくりを行った。 

課 題 

相談件数の増加及び相談内容の複雑化・多様化に伴い、SSWによる支援を十分に行うことが難しくなっ

てきている。匿名報告アプリ活用事業においては、SNS 相談員が週 4 日の勤務のため、対応が遅くなる

ことがあった。教育相談事業では、不登校に関する教育相談数の面接相談が年々増加しており（R2:66

件、R3:109 件、R4:151 件）、今後も増加傾向にあると考えられる。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

SSW 推進事業では、緊急課題に対応するため、配置体制を見直し、迅速な対応を目指す。また、切れ目

のない、幼小中高の一貫した学校園支援体制構築の更なる充実を目指す。匿名報告アプリ活用事業にお

いては、SNS 相談員を 2 人に増員し週 5日体制とし更に丁寧な対応を目指す。教育相談事業では、不登

校に関する相談に対して、解決に向けた支援を行うため、ほっとすてっぷやサテライトとの連携、また

スクールソーシャルワーカーや自立支援員との合同研修を実施する。 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 



- 37 - 

（このページは白紙です）



-
 3
8
 -

６ 特別支援教育 －インクルーシブ教育システムの展開－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 障害のある児童生徒への教育にとどまらず、障害の有無やその他の個々の違いを認識しつつ、様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の形成の基
礎となる特別支援教育を目指します。 

・ 障害のある児童生徒が十分に支援を受けられるための合理的配慮の提供と、その基礎となる環境整備の充実に取り組み、児童生徒の実態に応じて、通
常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった多様な学びの場で適切な教育を受けることができる特別支援教育を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育のあり方の検討などを行うための検討委員会の設置 

・ 特別支援教育を推進するモデル校の設置 

・ 特別支援教育のあり方などについて、学識経験者をはじめとする専門家によるアドバイス体制を構築 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 検討委員会での検討内容やモデル校での取組の成果を踏まえた、インクルーシブ教育システムの全市展開による、
就学前段階からの切れ目のない支援の充実 

・ 若手、中堅、管理職、学級担任、コーディネーターや指導主事など、それぞれの経験や立場に適した特別支援教育に
係る研修体系の再構築 

・ 尼崎市立あまよう特別支援学校や兵庫県立の特別支援学校、子どもの育ち支援センターや福祉部局など、施設や分野
を超えた一層の連携による支援の充実 
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目 的 
全ての支援の必要な子どもたちの自立と社会参加に向け、関係機関との連携を進め、学校園全体で一人

ひとりの教育的ニーズに応じた指導支援を行うとともに、誰もが多様性を理解し尊重し支え合う共生社

会の担い手となる子どもたちの育成を目指す。 

取組と成果 

全ての小・中学校に特別支援教育支援員を配置し、発達障害を有し、教育上特別の支援を必要とする児

童等に個別の支援や、落ち着かない場面での寄り添い等の学習面・行動面における支援を行うことがで

きた。また、市民団体による勉強会の講師として参加し、本市のインクルーシブ教育についての理解、

啓発を図るとともに、意見交流の場を持つことができた。 

課 題 
特別支援教育支援員が 2校兼務をしている 20 校は、継続的に支援を行うことができないため、効果的

な支援を行うことが難しい。また、教育上特別の支援を必要とする児童生徒の増加や支援の多様化に伴

い、バリアフリー法の趣旨を踏まえた基礎的環境整備が必要である。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

小・中・高等学校において生活介助員を増員し、生活上の困難にかかる支援体制を充実させるととも

に、小・中学校において特別支援教育支援員を一校に 1人ずつ配置し、発達の特性などにより、個別に

支援を必要とする児童等が増加していることに伴う支援体制を充実させる。また、特別支援教育検討会

議に市民委員を加え、様々な立場からの意見を聴取する。さらに、こども家庭庁が実施するこどもデー

タ連携実証事業に取り組むことで、幼保小の連携を図り、教育上特別の支援を必要とする児童の早期支

援に繋げる。 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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７ 教育環境の整備 －未来社会を生きるための教育環境の実現－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 全市的な公共施設マネジメントの基本方針を踏まえた、学校園施設の適切な維持管理の取組を進めていきます。 

・ 各学校園が児童生徒や地域のニーズに応じて、柔軟に教育環境の整備を行うことができるような環境づくりを進めていきます。 

・ ICT が生活に不可欠となっている中で、学校教育においても積極的に ICT を活用しつつ、多くの情報の中から主体的に必要な情報を収集したり、自ら情
報を発信したりすることができる「情報活用能力」の育成を図るなど、児童生徒がこれからの未来社会を生きるために不可欠な資質や能力が身に付けら
れる学習環境の実現を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 今後の人口動向や中長期的な財政負担の見込みを踏まえ、児童生徒の安全等の確保やトータルコストの削減を図ることを目的として、学校園施設のマ
ネジメントに係る計画を策定 

・ 非常変災時において、より迅速に情報共有を図るための仕組みの構築 

・ 安全な教育環境の確保に向け、熱中症計を全学校園へ配布し、「熱中症予防運動指針（尼崎市版）」と一体となった運用を実施 

・ 各学校園における予算執行などに係る裁量範囲の拡大の検討及び家庭の教育費負担軽減に向けた取組の推進 

・ 小学校・中学校等への校務用パソコンや大型提示装置、児童生徒用タブレット端末の配置をはじめとする ICT 環境の整備 

・ 情報セキュリティ対策を講じることを前提とした、学校園の校務環境と学習環境の両面からの ICT 環境の整備、ICT 支援員の配置や ICT 利用ガイドライ
ン策定などによる学校現場の ICT 活用促進 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -

・ 学校園施設のマネジメントに係る計画に基づく、優先順位を踏まえた計画的な施設修繕・更新の実施 

・ 中学生の心身の健全な発達のため、おいしく栄養バランスの取れた中学校給食の実施 

・ 中学校においても給食を生きた教材として活用した食育を推進 

・ 会計の透明性確保、保護者の利便性向上などに向けた学校給食費の公会計化 



-
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目 的 

取組と成果 

「学校施設マネジメント計画」に基づき、令和 5年度から令和 14 年度まで(10 年間)における学校施設

の建替・改修の実施校や内容を明らかにし、事業の計画的かつ効率的な取組を推進するための「学校施

設マネジメント計画(実施計画)」を策定した。これにより、令和 5 年度以降実施予定の事業内容が具体

的なものとなり、可視化できるようになった。 

課 題 
ICT や少人数学級、多様な児童生徒への対応など社会情勢の変化に応じた新しい学校施設や今後さらに

児童生徒が減少した際の余裕教室の活用方法などを検討し、実施計画で建替等が予定されている学校に

ついて具体的に反映していく必要がある。 

令和 5年度

の取組方針 
（新規・拡充等） 

「学校施設マネジメント計画(実施計画)」に基づき、下坂部小学校については建替に係る官民連携手法

の導入可能性調査及び耐力度調査を実施し、大島小学校・南武庫之荘中学校・園田中学校については設

備改修設計の実施、また、全校を対象に LED 改修設計を実施する。 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和 5年度

の取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和 5年度

の取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 
学校給食法第 2 条に基づき、義務教育諸学校において、その児童又は生徒に対し、安全・安心な学校給

食を実施し、児童・生徒の心身の健全な発達に寄与する。

取組と成果 

市内産米や田能のさといもといった市内農産物を使用した給食を活用し、食育の推進を図った。栄養教

諭等向けの研修や、衛生管理を徹底するため給食室の巡回指導を行うなど、安全・安心な学校給食の提

供に努めた。これまで通りの栄養バランスのとれた給食の提供を行うため、食材費の物価高騰分を公費

で対応し、保護者の負担軽減を図った。また、牛乳パックの再資源化の取組みを行った。

課 題 
安全・安心な学校給食を提供するため、給食室の計画的な施設及び備品等の更新計画の策定が急務であ

る。また、急激な物価高騰が続いている中、給食費の改定について、保護者負担や栄養バランス、食育

等を考慮し進めていく必要がある。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

保護者から要望のある給食実施回数の増に取り組むほか、安全・安心な給食の提供に向けて、衛生管理

を徹底し、給食施設・設備の点検、更新や栄養教諭等を対象とした研修などを実施する。物価高騰下に

おいても、栄養バランスのとれた給食を提供するため、食材費の物価高騰分を公費で負担することを検

討する。なお、今後の物価高騰等を見据え、給食費の改定について検討し、方向性を示す。
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目 的 

取組と成果 

令和 4年度においては、新たにあまよう特別支援学校を委託するとともに、契約期間満了に伴う 6校を

加えた計 7校に係るプロポーザルによる業者の選定を行った。また、安定した運営を行うため従事者の

調理業務の経験年数など、募集要件の見直しを行った。

課 題 

調理師の退職動向等に合わせて民間委託を進める予定であり、全校委託化の目標年度の設定が困難であ

る。また、有資格者の調理師等の人材確保が厳しい情勢にあり、引き続き有資格者の要件の見直しなど

を検討する必要ある。また、特定年度に選定校数が集中しており事業者の負担が大きいため、選定校数

の平準化が必要である。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

令和 5年度末に契約終了となる委託校の業者選定を行う。委託校における調理業務の遂行状況を確認・

指導、委託事業者へのヒアリングの実施やさらなる要件の見直しを検討するなど、安全・安心な給食提

供に努める。また、選定校数の平準化についても取り組む。

目 的 

取組と成果 

事業者に対して調理、配送、維持管理などの業務について、要求水準書等に適合しているかを確認する

モニタリング（月次・随時）を実施するなど、安定した事業運営に努めた。また、今後の中学校給食の

取り組みの参考とするため、生徒へのアンケート調査を実施した。学校給食センターの栄養教諭が、各

中学校において配膳等の給食指導等を行った。

課 題 

学校における日常の衛生管理の徹底やアレルギー事故等を防止するため、教職員が学校給食に関する知

識を身につけ活用し、学校が組織的に対応することが不可欠である。また、生徒の自発的な活動を促す

ことにより自らの健康に関心をもち栄養バランスのとれた食事の実践など、将来に向けて食に関する自

己管理能力を育むよう市教委・学校・家庭が連携して食育に取組む必要がある。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

事業者(SPC)に対して効率的かつ効果的にモニタリングを実施するなど、安全で安心なおいしい給食の

提供に取組む。また、教職員の資質向上を図るための各種研修を実施するとともに生徒が自ら考えた給

食の献立を募集・表彰する中学校給食献立コンクールや保護者試食会を実施するなど食育の推進に取組

む。
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 
病気療養等で、学校に通学することができない児童生徒に対して、ICT を活用して学習保障を行うため

の環境整備を図り、教育の機会均等を確保する。 

取組と成果 

遠隔地からリモート操作できるタブレットスタンドを導入し、病気療養等の理由により学校に通学する

ことができない児童生徒に対し、学校の授業に疑似的に参加できる環境を整備した。同時に、通信環境

がない施設等で使用するための LTE 付き Wi-Fi ルーターを確保し、学校からの要請に応じて貸出を行っ

た。（R4 貸出実績：3名） 

課 題 
引き続き、病気療養等の理由により通学して教育を受けることが困難な児童生徒に対し、自宅や病院に

おいて遠隔教育を行うことを含めた、効果的な ICT 活用を推進する必要がある。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

学校からの要請に応じて、タブレットスタンドや LTE 付きWi-Fi ルーターの貸出を、引き続き、実施し

ていく。 
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８ 教員の育成・勤務環境の整備 －児童生徒と向き合える環境の整備－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 社会が急速に変化し、学校園に求められる役割がますます多様化する中、教員一人ひとりのキャリアプランを踏まえた幅広い研修体系の構築による計
画的な人材育成、バランスの取れた人事配置などに取り組みます。 

・ 児童生徒一人ひとりに寄り添った教育に取り組むため、児童生徒と向き合う業務に一層注力することができる環境の整備を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ あまっ子ステップ・アップ調査結果から自校の傾向などの分析に取り組むための研修の実施 

・ 全小学校及び特別支援学校へのスクール・サポート・スタッフ配置の成果と課題を踏まえた配置時間の拡大や全中学校へ配置の検討 

・ 部活動指導員のモデル校配置の成果と課題を踏まえた配置拡大などの検討 

・ 市全体または学校園で実施している行事などについて、教員の働き方改革と児童生徒の負担軽減の観点から、必要性・有効性・効率性などを改めて検
証した上での抜本的な見直し 

・ 教員と事務職員が一体となって学校運営にあたるための勤務環境の整備・見直し 

・ 体罰根絶に向けた有識者会議からの提言を受けた再発防止策の徹底 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ あまっ子ステップアップ調査結果の分析から見える各学校の傾向などを踏まえた研修カリキュラムの再構築 

・ 就学前教育、学力・体力向上、道徳教育、特別支援教育など、児童生徒の成長過程を踏まえ、系統立てた研修体系へ再構築 

・ 組織の活性化に向けた県立高等学校や他市の市立高等学校との人事交流の活性化の検討 

・ ICT 環境整備における校務系システム更新による教員の校務効率化、勤務時間の可視化による働き方改革に向けた意識啓発 

・ 教員の負担軽減などに向けた学校給食費の公会計化 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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９ 学校園・家庭・地域社会一体となった教育の充実 －学びの活動の輪が広がり、循環する仕組みづくり－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 地域学校協働活動を、地域全体の新しい人づくり、つながりづくりの機会として捉え、子どもに関わる活動への多様な地域住民の参画や子どもたちの
地域への関わりをきっかけとし、地域づくりに関する新たな課題に対応する学びの活動の輪が広がり、循環する仕組みづくりを目指します。 

・ 社会教育の強みを活かし、あらゆる市民それぞれに適した学びを通じ、人づくり、つながりづくり、地域づくりを推進します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 地域学校協働活動を教職員や地域に浸透させ、一層充実したものとなることを目的とした、研修や市政出前講座の実施、PTA 向け学習会などの充実 

・ 学校と地域との連携・協働をさらに推進し「地域とともにある学校づくり」を実現するため、モデル校における「コミュニティ・スクール」の導入 

・ 人権教育小集団学習などの学びの活動を持続可能なものとするため、活動のきっかけづくりをはじめとする教育委員会事務局によるサポートを充実 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 「社会に開かれた教育課程」の理念の実現に向けた地域と一体となった活動の充実 

・ 小学校以外の学校における地域学校協働活動の検討、及びコミュニティ・スクール導入校の拡大に向けた検討 

・ 生涯学習の推進に向け、教育委員会と市長部局の連携を一層強化するための取組の検討 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 
「社会に開かれた教育課程」の実現に向け、学校施設の地域開放制度を地域学校協働本部と密接に関連付ける

など、市民が気軽に学校施設を利用できるよう制度を見直し、「地域とともにある学校づくり」のさらなる推

進を図る。

取組と成果 

地域開放制度については、令和 3年度より、地域学校協働本部と学校が協働で企画し、子どもの学びに資する

活動を実施する場合は、使用に係る各種書類の提出を不要とし、学校施設の目的内使用として取り扱うことと

した。また、令和 4年度も引き続き市や学校のホームページ及び生涯学習情報誌「あまナビ」を活用し PR を

行った。それらの結果として、令和 4年度については 16 件の利用があった。(R3:0 件)

課 題 
利用の促進を図るため、これまでの広報活動に加え、地域学校協働本部が利用しやすい制度となるよう手続き

等の見直しを行ったものの、各小学校での地域学校協働活動が校外での活動や授業時間内での活動が主体とな

っていたこともあり、令和 4年度についても大幅な利用増には至らなかった。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

地域開放制度について、引き続き各種媒体を活用した PR を行う。また、地域学校協働本部を所管する社会教

育課や各地区の地域振興センター等と連携し、地域の特性に応じた周知方法や、有効な活用方法等について検

討を行う。



-
 5
8
 -

10 文化・教養・スポーツ施設を活用した教育の提供 －地域の歴史、読書、スポーツに親しむ機会の提供－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ まちの魅力向上やシビックプライドの醸成、学ぶ機会の創出、生涯を通して学び、スポーツに親しめる環境づくりといった、社会教育に係る事業や施
設の効用を最大限に活かします。 

・ 市民の学び・活動を支える施設として、生涯を通じて健康で生きがいを持って暮らすための学習ニーズに応えていくため、地域の歴史、読書、スポー
ツに親しむ機会の提供の充実に取り組みます。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 令和 2年 10 月開館予定の新博物館に合わせた魅力あふれる常設展示の構築、開館記念特別展や企画展の積極的な展開 

・ 市民とともに歩む博物館に向け、市民ボランティアの養成や市民団体と連携した活動など、まちづくりの活動にもつながる取組の推進 

・ 自習等の利用から本の貸出利用へとつなげる導線など、若年層が市立図書館を気軽に利用できる仕組みの構築 

・ 東京オリンピック・パラリンピックやワールドマスターズゲームズ関西など、大規模国際大会を契機としたスポーツ活動の更なる推進 

・ 誰もがスポーツに参画できる生きがい・健康づくりの場となる、（仮称）健康ふれあい体育館（地区体育館と老人福祉センターの複合機能を有する施
設）の整備 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 新博物館と尼崎城、中央図書館の連携による都市魅力の向上と交流人口の増加に向けた歴史文化資産を活かす取組の推進 

・ 図書館司書や図書ボランティア向け研修の実施、市内の教育機関との連携、レファレンス機能の強化など、多様な人々の
情報・交流拠点としての市立図書館の役割強化に向けた検討 

・ 別途策定する「尼崎市スポーツ推進計画」に基づく、スポーツ施設の利便性の向上やニーズに合ったスポーツプログラムの
提供などによる、地域スポーツ環境のさらなる充実 
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目 的 
文化財や歴史資料等の収集・調査・整理を進め、地域資産として有効活用できるように保存・公開する

ことにより、地域の歴史を学ぶ環境づくりを進める。また、歴史遺産を保存し活かす活動に取り組む市

民グループ等との連携・協力を進め、地域の歴史遺産の保存・活用を図る。

取組と成果 

貴重な歴史遺産であるユニチカ記念館の保存・活用を図るため令和 5年 3 月に所有者であるユニチカ株

式会社から土地・建物を取得した。また、埋蔵文化財の確認調査など文化財保護の推進に取り組むとと

もに、文化財を守り伝え活かしていくための仕組みとして新たに文化財保存活用基金を設置した。講

座・体験学習などの市民向けの事業については社会情勢を鑑み、感染症対策を行いながら実施した。

(51 回（のべ参加人数 1,485 人)) 

課 題 

新たに取得したユニチカ記念館については、保存活用に向けて全庁的な連携を図るなかで検討を進めて

いく必要がある。また、併せて寄贈を受けた尼崎紡績関連の資料等について保存及び整理、公開が必要

である。こうした市民の貴重な財産である文化財を保護し後世に伝え活用する取組を着実かつ計画的に

推進していくことが求められている。文化財保存活用基金については、適切な運用と市内外からの協力

を得られるように努める必要がある。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

ユニチカ記念館の保存活用については、全庁横断的なプロジェクトチームを中心として、市民や専門家

などから広く意見を聞きながら検討を進めていく。文化財の保存と活用に関する総合的な計画である文

化財保存活用地域計画について令和 7年度の策定に向けた検討を進める。文化財保存活用基金について

は市内外から協力を得られるよう、ふるさと納税のポータルサイトに掲載し周知を図る。

目 的 

公文書館機能を備えた歴史博物館として、市の諸活動や歴史的事実の記録である公文書等を将来に伝

え、その利用に供するとともに、歴史博物館と図書館等との有機的な連携を図ることで情報資源の収

集・蓄積・提供していく機能を高め、市民がより使いやすく親しみやすい施設の実現に努め、市民の学

びを支える。

取組と成果 

令和４年４月からの公文書管理等条例施行に伴い、歴史的公文書の適切な保存と市民利用制度の運用及

び利用促進に努めた。また、歴史資料の保存と利用者の利便性向上を図るため、歴史的公文書や近世の

歴史資料など資料のデジタル化を進めるとともに歴史博物館蔵書データベースの図書館検索システムへ

の一本化に取り組んだ。市民が歴史を学ぶ場の提供としては、引き続き「『尼崎市史』を読む会」を中

央図書館・北図書館で開催するほか、歴史博物館・中央図書館・尼崎城による連携イベントを通じた周

遊促進を図った。(35 回) 

課 題 
学びを支える施設として博物館、図書館及び公文書館の連携を促進するなか、資料や蔵書のさらなる活

用と利用者の利便性向上のため、来館しなくても資料を閲覧できる環境整備や資料のデジタル化を継続

していくことが必要である。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

博物館、図書館及び公文書館機能の連携を図りながら、歴史的公文書及び地域史料の保存と更なる活用

のため、デジタル化した資料のWeb 公開を進めるとともに、公文書以外の歴史資料についてもデジタル

化を進めていく。 
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目 的 

取組と成果 

課 題 
新型コロナウイルス感染症の影響により控えられていた市内小学校の見学をはじめ、幅広い市民の利用

促進を図る必要がある。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

尼崎の歴史資料や文化財を積極的に展示・公開し、市民や他都市からの来訪者の尼崎の歴史・文化財に

対する関心を高めるとともに、シビックプライドの醸成や観光地域づくりに貢献する。また、市民ボラ

ンティアの養成と参画促進に取り組むとともに市民グループとの協働も図り、市民と共に歩む博物館を

創出していく。 

取組と成果 

尼崎の歴史をわかりやすく伝える常設展示や特別展・企画展のほか SNS 等を活用した情報発信に努め

た。令和 4年度の来館者数は 39,351 人、公文書館機能であるあまがさきアーカイブズの相談件数は

2,229 件であった。令和 5年 1月には開館以来の累計来館者が 10 万人に達した。田能資料館では常設

展示の更新や復元高床倉庫の建替により展示の充実・魅力向上を図った。ボランティア活動について

は、新型コロナウイルス感染症の影響により令和 3年度に中止した活動を感染症対策に意を用いて活動

することで、参加人数を増やすことができた。 

課 題 

引き続き魅力ある展示事業や歴史を学ぶ機会の提供、情報発信の充実を図るため専門職の人材育成に計

画的かつ着実に取り組むとともに、歴史博物館の事業活動を支える市民ボランティアの募集と養成に引

き続き取り組む必要がある。また、歴史博物館への来館者数が減少傾向にあることから、目標を達成す

るため、魅力ある展示事業を行っていく必要がある。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

特別展「尼崎市指定文化財の精華」や企画展「尼崎紡績-工都尼崎のはじまり-」など時宜を得た魅力あ

る展示事業の展開に取り組むなど、引き続き市内外からの来館促進やリピーター獲得に努めるととも

に、専門職の計画的な採用・育成に取り組んでいく。
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

生涯学習プラザとの連携により、読書推進事業を実施した。また、図書館システムを更新し、アプリや

LINE からでも本の予約が可能となる等、デジタル面での図書利用サービスを充実し利用環境を整備し

た。電子図書館では特集を充実させたほか、小学校での活用を視野に入れたモデル校(2 校)での検証を

始めた。 

課 題 
コロナ禍前（平成 30 年度）と比較して貸出利用者数は 8.5%、貸出冊数は 6.3%減少した。図書に親しむ

機会を創出する施策を実施し、市民の生涯学習・読書活動のさらなる推進によりコロナ禍前の水準以上

に利用者数の増加を図る必要がある。 

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

図書館事業をコロナ禍前の水準に戻して実施し、図書に親しむ機会を創出する。学校との連携では、市

内小学校に電子図書館の ID とパスワードを付与し、学校での電子書籍の利用の促進につとめる。生涯学

習プラザとの事業の連携につとめて、地域での読書推進活動や利用者ニーズに応じた図書サービスの充

実を図る。 
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目 的 
地区体育館で実施する「健康づくり教室」事業などにより、地区体育館等の利用者数を増やし、市民の

健康づくりや地域コミュニティづくりの促進を図る。

取組と成果 

スポーツ振興事業団と協力し、健康づくり教室やスポーツ教室等を引き続き実施するとともに、指導員

が幼・保育園や地域住民の集まりの場等に赴き、健康づくりプログラムの教授やフレイル対策予防事業

等を行う「指導者派遣等事業」を通じて、地域に根差した取組を展開した。また、サンシビック尼崎の

長寿命化改修工事及び（仮称）健康ふれあい体育館の整備に向けた取組を行った。 

利用者アンケートでは、指定管理者の創意工夫もあり、施設の維持管理、職員の接遇、講座の品質に係

る全ての項目において、96%の利用者が「とても満足」「満足」という結果を得た。

課 題 

（仮称）健康ふれあい体育館の整備を着実に進めていくとともに、長寿命化改修が予定されている施設

においては利用者への事前周知等を徹底し、休館を伴う場合には、供用再開後には再び利用していただ

けるような取組が必要である。また、尼崎市スポーツ推進計画に基づき、スポーツ振興事業団と一体と

なって、市民・利用者のニーズに沿った事業を展開するなど、記念公園や地区体育館において、スポー

ツや運動に親しむ環境づくりを推進していく必要がある。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

記念公園や社会体育施設を拠点として、スポーツ振興事業団と連携しながら、市民の健康づくりを促進

するとともに、スポーツや運動に親しむ機会の創出に取り組んでいく。また、（仮称）健康ふれあい体

育館の整備に向け、武庫地区においては、令和 6年度の供用開始を目指して着実に取組を進めていくと

ともに、今後整備予定の大庄地区においては、丁寧な市民意見の聴取を行っていく。

目 的 様々なスポーツ施策を通じて、健康を意識した運動やスポーツを行っている市民の割合の向上を図る。 

取組と成果 

スポーツ施設は通常どおりに運営でき、利用状況は回復傾向にあるものの、長引くコロナ禍の中で人々

のライフスタイルが変化していることもあり、コロナ禍以前の水準には戻らなかった。こうした中、市

民のスポーツへの機運醸成を図るため、「市民ウォーク」や「スポーツのまち尼崎フェスティバル」等

のスポーツイベントを再開したほか、「クボタスピアーズ」と協力し、無料観戦デーやバレーボール教

室、交流試合を開催するなど、地域のスポーツクラブ等と協働し、取組を進めた。

課 題 
長引くコロナ禍で人々のライフスタイルが変化する中、市民のスポーツへの意識を高めていくために

は、子ども、働く世代、高齢者などそれぞれのライフステージに応じた取組を通じ、より多くの市民に

参加してもらい、参加者がスポーツに親しむきっかけとなるよう、魅力ある内容とする必要がある。

令和５年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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（このページは白紙です） 
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11 その他：適法・適正な行政運営の実現 
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現 状 

今後の取組 

事 案 

概 要 

事 案 
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Ⅳ 総評 

教育委員会事務局 教育長 白畑 優  

令和 4年度は尼崎市教育振興基本計画の 3年目を迎えたが、引き続き新型コロナウイルス禍へ

の対応を余儀なくされるなか、子どもたちの安全確保に向け感染防止に努めながらも、教育振興

基本計画に示す「未来志向の教育」「個の尊厳や人権の尊重」「家庭・地域社会との連携」とい

う方針に基づいて、学校園、家庭・地域社会及び教育委員会が協力し合い、子どもたちの学びを

止めないという姿勢で各種事業や取組を推進してきた。 

 学力向上に向けた取組については、児童生徒の成績や課題の分析と改善を図る「あまっ子ステ

ップ・アップ調査」の調査結果において、全学年で学力低位層の減少傾向が認められた。これは

授業力向上支援や小学校における放課後学習、短時間学習といったこれまでの、基礎学力の向上

のための様々な取組が一定の成果として現れてきたものと考える。この流れを「確かな学力の保

証」につなげていくため、令和 5年度においても、地方創生臨時交付金を活用した小学校とあま

よう特別支援学校への電子黒板の導入による ICT 活用などの事業を引き続き展開し、協働的な学

びを推進し、児童生徒が学びの楽しさを実感できる授業改善を図っていきたい。  

特別な教育的支援を必要とする児童生徒への支援については、市立学校園において、特別支援

教育支援員の増員など支援体制の強化に努めており、令和 5年度は、小中高等学校への生活介助

員、小中学校への特別支援教育支援員の増員を行うなど、インクルーシブな教育の一層の充実に

努めていく。 

 児童生徒が安全に、そして安心して学校に通えるよう、引き続き、いじめの防止や早期発見、

対応に向けて取り組んでいく。また、コロナ禍で大きく増加した不登校対策については、一人ひ

とりに寄り添った支援体制の構築に努めるとともに、不登校対策のみならず、公教育を多様性の

あるものにしていくための仕組みとして、不登校特例校の調査・研究を行う。 

市立高等学校については、令和 3年度に教育委員会事務局が改革を拙速に進めたことにより、

学校現場の混乱を招いた反省から、学校と協議を重ね、市立高等学校のスクール・ミッションを

「Agency」と定めた。これに基づき各校が策定したスクール・ポリシーにより特色化を図ってい

く。 

また、「校則見直しガイドライン」に沿った生徒主体による校則の見直しなど生徒の主体性を

育むとともに、自ら通う学校への誇りや愛着を持てるような活動を進めており、魅力を高め、地

域から愛される学校となるよう、こうした活動を引き続き進めていく。こうした中、令和 4年度

は新たに学校運営協議会を 12校で立ち上げ、地域と学校が協力連携して学校づくりを進めるコ

ミュニティ・スクールの拡大に努めており、令和 5年度においても、全市展開を見据え、継続し

て取組を進めていく。 

令和 4年度も教育行政の信用を大きく損なう事案が複数発生した。今後、信頼回復に向けて、

学校と教育委員会がしっかりと連携できる運営体制を構築するとともに、適法かつ適正に活動や

事業が推進される組織風土の醸成に努めていく。併せて休日の部活動地域移行に関するモデル校

事業など教員の働き方改革につながる取組を進めていく。 

数年来、様々な教育活動を制限してきた新型コロナウイルス禍がようやく終息しつつある。今

後は、引き続き感染症対策など安全安心な事業運営に細心の配慮を行いながらも、これまで継続

的に取り組んできた事業や施策に加えて、将来を見据えたチャレンジングな課題に教育委員会一

丸となって積極的に取り組んでいく必要がある。さらに、尼崎市教育振興基本計画が次期計画の

検討に着手する時期を迎えており、職員には、これまで以上に未来志向で果敢に業務と向き合う

姿勢が求められている。
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園田学園女子大学人間教育学部 教授 堀田 博史 氏

令和 2年度から令和 6年度までの尼崎市教育振興基本計画も、令和 5年度の教育委員会事務点

検・評価報告の時期を迎えている。残り 2年で各施策（事業）の目標を達成するために、今年度

の報告は、未達事項への具体的な取り組みを示す上でも重要である。 

そのうえで、令和 5年度の教育委員会事務点検・評価報告書は、令和 4年度の事業・取組を評

価するものであり、本年度、そして次年度以降の指針にもなり得る。そのため、計画に掲げる施

策（事業）の施行状況の「取組と成果」「課題」「令和 5年度の取組方針（新規・拡充等）」に

ついては、特に具体的な記載が求められる。例えば、確かな学力の保証（小学校）では、全ての

児童生徒の学力を保証するという目的に対して、取組と成果では、具体的な減少傾向を数値で示

し、さらに課題でも分析結果をもとにした記述が続き、結果令和 5年度の取組方針もより明確な

ものになっている。本報告書は、多くの施策（事業）で、このような数値の増減を示すことを心

掛けておられ、閲覧者にとって大変読み取りやすく、評価できる。 

一方で、施策（事業）の執行状況において、主担当課ごとに表記に統一感がない部分が見られ

る。例えば、市立幼稚園一時預かり事業では、目的に対する取組と成果に、具体的な延べ利用者

数が記載されており、その支援状況が見えやすい。他の事業などでは、「・・・を実施した。」

「・・・を進めた。」という表現で終わっており、目的への到達度が判断し難いものもある。担

当課を超えて、文書を整理、取りまとめることが必要となる。 

最後に、教育委員会の活動状況が、報告書の前半に記載されている。毎月開催される定例会と

急ぎの議案発生時に開催される臨時会があり、緊密な議論がなされている様子が読み取れる。さ

らに、教育委員協議会も開催され、学校視察や施設訪問も行われていることが分かる。一方で、

尼崎市総合教育会議が開催されていないことに課題を感じる。何らかの理由を明記してはどうだ

ろうか。総合教育会議は、市と教育委員会、特に教育委員の意見を市長に届けて、意思の疎通を

図る場であるため、令和 5年度は定期的な開催に期待をする。 

尼崎市の教育振興基本計画の実施は、令和 6年度が最終年度となる。今年度の施策（事業）の

報告をもとに、最終年度までの目標達成に向け、新たな取組を展開する必要性、また担当課を超

えた他課との連携も必要になると考える。
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兵庫教育大学大学院学校教育研究科（教職大学院） 教授 川上 泰彦 氏

令和 4年度は、コロナ禍を想定した非常時への対応から、より日常的な教育の質の向上へと施

策の切り替わりが明確となり、今後の充実が期待できる内容であった。 

就学前教育ビジョンの策定は、保育の質の向上に向けて重要だが、保育施設の設置形態・設置

者はさまざまであり、学校教育のような周知・実施には難しいところが残る。市の総合的なビジ

ョンとして、いずれの設置形態においても就学前教育の質の向上が図られることを期待したい。 

義務教育は日常的・継続的な要素が強く、特定の政策を進めることのみならず、持続的な方法

で分析可能な成果や課題を把握し、改善に結びつけることも重要となる。これに関して、たとえ

ば学力で「D層を減らす」という明確な方針を示していることは有効である。ステップアップ調

査の分析など、先進的な取り組みに期待したい。 

このほかでは、施策間の関連性を意識した取り組みが重要である。たとえば部活動の地域移行

は地域との連携なしには進まないほか、高等学校の特色化も（生徒のみならず）地域にとって必

要とされる学校像をどう確立し、実践するかが求められる。また文化・スポーツの領域における

地域の魅力化は、学校教育にとって地域の教育資源・コンテンツの充実という側面も持ってい

る。これらを進めることは、学校・家庭・地域の連携が進むことを同時に意味するため、学校・

地域ごとの試行・実践を奨励し、その成果の周知・共有を図ることが重要となろう。 

同様に、不登校対応及び特別支援教育の充実については、これを「『通常』から離れた難しい

事例を取り扱う」のではなく、新たな形も含めた幅広い学びの機会を提供し、子どもの最善の利

益の達成や社会への参加を保障するといった価値に目を向け、公教育の「懐の広さ・深さ」を確

立するというとらえ方が必要である。取り組みの充実を通じて、そうしたコンセプトの浸透・定

着も期待したい。またそうした学びの実現には、オンライン環境を含めた学習環境の保障も重要

となる。先進的な教育を下支えする施策として、引き続き取り組んでいただきたい。 

そして教員の育成は、上記の諸施策を確実に進めることとリンクする。児童生徒の「豊かな

心」に向けた取り組みでは、これを児童生徒の人権侵害事案の抑止といった危機管理的なとらえ

に終始せず、校則の見直しに代表されるように、自律した生徒像の確立・実現に向けた実践とと

らえるべく、各学校・関係者での価値共有が必要となる。そして、こうした「とらえ方」の変化

は社会の変化や知識・技術の変化に応じる形で、今後も起こりうる。そう考えると、教員研修等

では現在使える知識や技術を身につけ（させ）ることだけを重視せず、未知の事態や今後の環境

変化に柔軟に対応できる力を付け（させ）ることが重要となる。学校や教員の自発性や創意に基

づく取り組みを支援し、振り返りを通じた学習を促すといった環境の整備も必要となろう。 
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Ⅴ 参考 

１ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定に

より事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況

について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に

提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験

を有する者の知見の活用を図るものとする。 

２ 施策（事業）一覧 

各

論
施策（事業）名 主担当課

各

論
施策（事業）名 主担当課

就学前教育のあり方の検討 就学前教育課 学校施設マネジメント計画の推進 施設課/設備整備担当

幼稚園教育振興事業 就学前教育課 各種施設整備事業 施設課/設備整備担当

市立幼稚園一時預かり事業 就学前教育課 衛生的なトイレの整備 施設課/設備整備担当

教育支援体制の充実 就学前教育課 要保護・準要保護児童生徒就学援助 学事企画課

2 義務教育 学校給食費徴収管理関係事業 学校給食課

確かな学力の保証（小学校） 学校教育課 小学校給食関係事業 学校給食課

確かな学力の保証（中学校） 学校教育課 給食調理業務委託関係事業 学校給食課

授業改善推進事業 学校教育課 中学校給食関係事業（学校給食センター整備運営事業含む） 中学校給食担当

英語教育推進事業 学校教育課 校務員業務の執行体制の見直し 職員課

人権教育の推進 学校教育課 教育ICT環境の整備 学校ICT推進課

多文化共生支援事業 学校教育課 療養児等学習支援事業 学校ICT推進課

社会力育成事業 学校教育課

あまっ子ステップ・アップ調査 学び支援課 勤務時間の適正化 職員課

体力・運動能力の向上 保健体育課 体罰防止研修 学び支援課

部活動指導員の配置 保健体育課 人権研修 学び支援課

地域部活動の推進 スポーツ推進課 未来の学び研究事業 学校ICT推進課

尼崎高等学校特色づくり推進事業 高校教育課 コミュニティ・スクールの拡大 社会教育課

尼崎双星高等学校特色づくり推進事業 高校教育課 学社連携の推進 社会教育課

琴ノ浦高等学校特色づくり推進事業 高校教育課 人権啓発活動・リーダー育成事業 社会教育課

スクール・ミッション及びポリシーの策定 高校教育課 少年補導活動事業･青少年健全育成啓発事業 社会教育課

学校施設の地域開放 学事企画課

情報モラル向上支援事業 いじめ防止生徒指導担当

学校支援専門家派遣事業 いじめ防止生徒指導担当 歴史遺産の保存と活用 歴史博物館

いじめ対応について いじめ防止生徒指導担当 学びを支える機能の充実と連携促進 歴史博物館

校則見直しについて いじめ防止生徒指導担当 魅力ある歴史博物館の運営 歴史博物館

いじめ防止研修 学び支援課 地域の歴史を学ぶ機会の充実 歴史博物館

図書に親しむ機会の創出 中央図書館

不登校対策事業 こども教育支援課 図書館運営方針の進行管理 中央図書館

心の教育相談事業 こども教育支援課 社会体育施設を拠点とする健康づくりの推進 スポーツ推進課

教育支援室運営事業 こども教育支援課 市民のスポーツ実施率の向上に向けた取組の推進 スポーツ推進課

インクルーシブな教育の推進 特別支援教育担当

特別支援教育サポートシステム事業 特別支援教育担当

看護師派遣業務委託事業 特別支援教育担当

スクールバス運転業務委託事業 特別支援教育担当

体罰のない学校づくりに向けて

不祥事の再発防止に向けて

事務処理ミスの防止に向けて

6 特別支援教育

8 教員の育成・勤務環境の整備

4 豊かな心の育成、いじめ防止

10 文化・教養・スポーツ施設を活用した教育の提供

5 不登校対策

11 その他：適法・適正な行政運営の実現

1 就学前教育 7 教育環境の整備

3 高等学校教育 9 学校園・家庭・地域社会一体となった教育の充実
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（このページは白紙です） 




